
特許出願技術動向調査分析費
令和4年度概算要求額 3.9億円（3.0億円）

特許庁 企画調査課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
請負

事業イメージ

成果目標
平成11年度から実施しており、本調査の成果を利用し、令和5
年度までに、特許の「権利化までの期間」を平均14か月、「一次
審査通知までの期間」を平均10か月とすることを目指します。

特許出願技術動向調査１分野の結果に基づき、特許分類改
正を行った分類数を0.3以上とすることを目指します。

関係府省における各種政策等の策定、産業界における研究開
発戦略等の策定の基礎資料として活用されることも目指します。
特許出願技術動向調査ホームページの閲覧数50,000件の確
保を目指します。

事業目的・概要

特許、意匠、商標の出願動向等の調査・分析を行い、以
下に貢献することを目的としています。
①特許庁における審査処理
②企業や大学等における研究開発・標準化戦略の策定
③産業政策・科学技術政策の策定

一般競争入札
（総合評価落札方式）

事業イメージ

市場動向、政策動向、特許出願動向、論文発表動向、
標準化動向等を踏まえて、技術開発の進展状況、方向性
を分析

特許出願技術動向調査

特許から見た国際競争力の分析、我が国が目指すべき研
究開発・技術開発の方向性等を提言

審査の基礎資料

特許庁

産業政策・科学技術政策
の策定における基礎資料

関係府省

研究開発戦略・標準化戦略の
策定における基礎資料

産業界・学界
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